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「原⼦⼒保全総合システム」の再構築の概要
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「原⼦⼒保全総合システム」の概要と構築経緯①
原⼦⼒保全総合システムとは

・当社は、昭和６２年には、各原⼦⼒発電所の設備情報管理や設備の不具合・改善等の保全履歴を管理するシステム、
昭和６３年には、各発電所設備の点検計画の予定、実績の管理や、⼯事費⽤の積算、予算要求等の⼯事計画を管理
するシステムの運⽤を開始し、以降、保全業務のシステム化の改良を進めてきました。
・その後、従来、実施していた機種毎の⼀律保全を⾒直し、機器の部位毎の劣化事象を抽出し、故障の影響度を評価した
上で、設置環境、使⽤状況等に応じて保全内容（点検項⽬および点検期間等）を決定する「信頼性重視保全」の考え⽅
を電⼒業界で初めて導⼊すると共に、既存の管理システムを全て統合し、⼀元管理できる「原⼦⼒保全総合システム」を構築
し、平成１５年４⽉に運⽤を開始。
・本システムは、「設備情報を⼀元管理する機能」と、「保全業務のＰＤＣＡサイクルを回す機能」で構成。

P（Plan） ：機種毎に、点検項⽬・点検期間
を予め「保全標準」として設定。
これに基づき、保全計画を⽴案。

D（Do） ：点検保守の実施。点検データ、
運転中状態監視データ、不具合
実績等の保全情報の収集。

C（Check）：保全情報に基づき、設備の健全性
を評価。

A（Action）：保全内容の⾒直し（点検内容・
標準⼯数の保全標準、点検
計画等）

各種保全情報に基づく評価

⼯
事
実
施

保全計画の策定
○⻑期⼯事計画の策定
○⽅針作成、予算編成

原⼦⼒保全総合システム

○⼯事設計
○⼯事管理
○⼯事結果確認、検収

○各種保全情報の評価○保全標準・計画の⾒直し

DO

CHECKACTION

PLAN
＜保全業務のPDCAサイクル＞

設備情報管理 点検計画

保全
標準

保全指針 ⼯事記録
標準⼯数 不具合・懸案管理

⼯事積算・予算管理 作業票管理

保
全
標
準(

点
検
内
容
・

周
期
・
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式)

の
⾒
直
し



3

The Kansai Electric Power Co., Inc.

H12年度
▽

H15年度
▽

H20年度
▽

現Ｍ３５の開発 運⽤

H28年度
▽

運用

機器毎の特性に応じた保全有効性評価の充実によるトラブル低減

帳票での運⽤

▲福島第一原子力
発電所事故

機器単位での保全管理

▲Ｍ３事故

H22年度
▽

H16年度
▽

H24年度
▽

▲新検査導入

工事単位での保全管理

▲
機器の部位毎の劣化
事象を考慮した保全
指針の導⼊と⼯事計画
等の適正化を⽬指した
システム開発

▲
⼀律保全 新Ｍ３５の開発

機器毎の特性に応じた保全情報に機器毎の特性に応じた保全情報に
基づく点検内容・計画等の適正化
や、新規制基準対応、ＰＲＡの
活⽤を取り⼊れたシステム⾼度化

H21.1.1 H23.3.11

【当社】保全指針の⾃主導⼊
○部位毎の劣化事象を抽出し、故
障の影響が⼤きい部位を明確に
した上で、設置環境、使⽤状況
に応じて保全内容、頻度を決定
し、システムで管理

⇒電⼒業界で初めて「信頼性
重視保全」の考え⽅を先⾏
導⼊

【国】検査制度の充実・強化

▲定期事業者検査制度
・QMS(品質マネジメント
システム)導⼊

新規制基準・福島第⼀原⼦⼒
発電所事故対応

【要求事項】
○シビアアクシデント対策、バックフィッ
ト、40年運転規制、福島第⼀原
⼦⼒発電所事故の技術知⾒の
反映として重⼤事故等対処設備
を追設、強化

○PRA(確率論的リスク評価)の活
⽤推進による、より適切な運転・
保守管理

⇒
・重⼤事故等対処設備特有の仕様
を加え、設備情報・保全管理をシ
ステムにより⽀援する。
・プラント固有の個別機器の故障実
績をPRAに反映し、運転・保守にお
けるリスク情報の活⽤を図る。

検討

⽻根⾞

軸受 電動機

軸封部

摩耗
取替：1回/2年

腐⾷
分解：
1回/4年

絶縁低下
分解：1回/4年

摩耗
分解：1回/4年

保全指針の策定

3発電所
72万機器・13千指針

「原⼦⼒保全総合システム」の概要と構築経緯②

【要求事項】

○国の指針（経年劣化メカニズムまとめ表）を踏まえた
点検、説明が必要

○運転中状態監視データ等、機器毎の特性に応じた保全
有効性評価を充実させることにより、点検内容・計画等の
保全内容を適正化

⇒国⼤での「信頼性重視保全」の考え⽅導⼊に対し、
当社は、⾃主導⼊により先取りして対応してきた。

・運転中状態監視の実施・評価
・点検⼿⼊れ前データの収集・評価
・保全有効性評価による保全活動の継続的改善

（追加された活動）
国の

制度に
取込み

巡視点検

保全情報に基づく評価

追加

強化

分解点検
強化

運転中状態監視

保全情報に基づく評価

巡視点検
分解点検

＜新検査制度の概要（保全有効性評価の充実）＞

【従来】 【充実後】

点検⼿⼊れ前状態確認
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｢原⼦⼒保全総合システム｣の再構築による保全業務の⾼度化の⽬的

新規制基準への対応で、新たに
追加された重⼤事故等対処設備
（可搬式含む）もシステムにて
管理し、確実な保守管理を⾏う。

新規制基準への対応

＜⾼度化の⽬的＞
・本システムは、当社が従来から取り組む｢原⼦⼒発電の安全性向上に向けた⾃主的かつ継続的な取組みのさらな
る充実」の⼀環として、品質管理の思想を保守管理にも導⼊し、平成２４年６⽉から本システムの再構築に向け
て開発を進めてきた。
・点検⼿⼊れ前データを追加する等、機器毎の特性に応じた保全有効性評価の充実を図ることにより、点検内容・
計画等の保全内容を適正化したり、新規制基準への対応や、確率論的リスク評価（ＰＲＡ）を活⽤したりする
等、保全業務のさらなる⾼度化に対応。

ＰＲＡ活⽤拡⼤に向けた国⼤の動きへ
の対応として、個別プラントの機器毎の
故障率の把握によるＰＲＡの精緻化を
図る。

確率論的リスク評価(PRA)の活⽤

原⼦⼒発電所

プラントに係る運転
実績データ

トラブル情報

設備の
不具合情報

○NUCIA [NUClear Information Archives]
原⼦⼒施設情報公開ライブラリ
原⼦⼒発電所や原⼦燃料サイクル施設の運転
に関する情報を広く共有する情報公開サイト

○ＯＰＭＳ [Operational Parameter Monitoring System]
（運転状態管理システム）
プラント運転データを取得・保全し、プラント状態のパラメータ監視が可能

設備の保全全般を⽀援するシステムであり、
設備の不具合に係る情報を含む

個別プラントの
機器故障率

○原⼦⼒総合保全システム

＜確率論的リスク評価（PRA）活⽤のイメージ＞

運転実績データを抽出

個別プラントの
起因事象

故障実績
データを抽出

・社内システムを活⽤し
個別プラントでの機器
故障率を算出

・設備の故障実績に対
する故障モードについて
は設備担当箇所にて
判定

・故障率算出時の分⺟
となる実運転時間や
実デマンド数の抽出に
ついては既存システム
を活⽤

点検⼿⼊れ前や状態監視の
データ拡充、機器毎の保全情
報集約・⼀覧表⽰により保全
有効性評価を充実する。

保全有効性評価の充実
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｢原⼦⼒保全総合システム｣の再構築による保全業務の⾼度化の改善点
従来の原⼦⼒保全総合システム

①新規制基準で追設された重⼤事故等対処設備（可搬式含む）
特有の設備情報（体系・仕様）を追加
保全標準を登録管理できるようにし、本体設備と同様に「適切な時期に」
「適切な⽅法で」保全を実現するための⽀援機能を活⽤可能とする。
⇒ システムにより⽀援することで、保全品質向上に寄与

②プラント固有の個別機器の故障実績をPRA(確率論的リスク評
価)に反映し、発電所の運転・保守に⽇々のリスク情報を活⽤
PRAの精度向上に必要な故障情報の収集を、保修部⾨が⽇常的に⾏うな
ど、PRA評価を直接⾏わない部⾨の関与を深め、システムの活⽤を通じ組
織全体へのPRAの浸透を⽀援。
⇒ 精緻化された⽇々のリスク情報を活⽤した発電所の運転・保守が可能

③従来の定期的な点検に加え、⻑期停⽌中の追加点検などの⼯事
についても的確かつ⼀元的に管理できるよう、機能を更に充実
⇒ 点検管理の⽀援機能を強化

④運転中状態監視データや、点検⼿⼊れ前データ等を本システム
で管理し、保全情報による保全有効性評価の充実と保全活動の
継続的改善、保全計画の適正化を図る
⇒検査で指摘された補強すべき点に対し、確実な対応が可能

⑤保全業務を実施するための複数の業務システムを、本システムと
連携し、各業務の進捗状況を、⼀元的に⾒える化
⇒ 各職位に応じて業務の進捗状況が⼀⽬でわかるため、管理⾯での

改善や、更なる保全品質の確保を実現
⑥調達管理業務における事務処理⼿続きの集約化および受注先と
の早期契約を可能とする。
⇒ 作業の安全性、保全品質の向上

⑦社員だけでなくメーカや協⼒会社も当社のシステムを利⽤できる
ようにし、情報の共有化を図る。
⇒ これまで当社が培ってきた、協⼒会社と⼀体となった保守管理が更に充実

今回の⾼度化により改善した点
①可搬式を含む追加された重⼤事故等対処設備
の設備情報（体系・仕様）や、保全管理に必
要な保全標準（保全業務のルール）を本システ
ムとは別に管理。

②従来、ＰＲＡで使⽤していた故障実績は、⼀律
ＪＡＮＳＩが提供する国内機器⼀般故障率で
評価。

③定期的な点検は本システムで⼀元管理しているが、
⻑期停⽌中の追加点検は、本システムとは別に
管理。

④これまでは、新検査制度の導⼊において追加と
なった、保全有効性評価に必要な運転中状態
監視データや点検⼿⼊れ前データ等の保全情報
は、別の帳票や本システム以外で管理していた。

⑤保全業務を実施するための業務システムが、独⽴
した複数のシステムに分かれており、業務管理に
必要な情報を、利⽤者が⼯夫して収集していた。

⑥調達管理に係わる業務は膨⼤であるため、受注
先との⼯事調整に⼊るまでに多くの時間を要した。

⑦メーカや協⼒会社が当社システムを利⽤する機会
が増加するが、端末や、利⽤場所に制約があった。
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参考：｢原⼦⼒保全総合システム｣の利⽤者・機器数・体制・開発⼯程

◆システムの利⽤者と機器数

• システムの利⽤者は、約３，０００⼈（当社社員約１，５００⼈、協⼒会社社員約１，５００⼈）

• 管理対象設備数は、美浜発電所、⾼浜発電所、⼤飯発電所の計１１基の約７４万機器

◆システム⾼度化の取り組み体制、開発⼯程

• 開発プロジェクトチームは、業務担当部署※１とシステム担当部署※２で構成。
※１：原⼦⼒事業本部 原⼦⼒発電部⾨ 発電グループ、保修管理グループ

調達本部 計画・国際調達グループ
※２：経営改⾰・ＩＴ本部 情報通信センター 発電システムグループ

• システム開発は、当社のグループ会社（関電システムソリューションズ株式会社）に加え、株式会社東芝、
株式会社⽇⽴製作所、TIS株式会社が担当。（最⼤：約４００名）

• 平成２４年６⽉から平成２８年４⽉の開発期間を経て、平成２８年５⽉から、順次切り替えを実施し、
運⽤を開始。


